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	今年から導入された「月60時間の超過勤務手当の割増」について、７月27日の人事院給与局長との交渉では、その見直しが議論されました。

◆ 局長回答「日曜日も算定基礎に」
月60時間の超過勤務時間の割増率に関し、積算の基礎に日曜日等を含めることについては、民間における取扱いを把握した上で、前向きに検討して参りたい。

他方、月45時間を超え60時間を超えない超過勤務を行った場合の割増賃金率について
	
	
	は、まだ民間の実態が十分進んでいるとは言えない。引き続き民間の状況を注視して参りたい。
◆ 公務員連絡会の見解 

超勤の割増率について、日曜日を月60時間超の積算基礎に含めることはぜひ実現してもらいたい。また、「45時間超、60時間まで」の民間の状況を明らかにしてもらいたい。超勤抑制のための割増率の引上げであるので、われわれにとっての重大な関心事項だ。



東京は明日も猛暑になりそうですが、公務員連絡会は【８･４第３次中央行動】
を配置し、中央決起集会と人事院前での支援行動を背景に、給与局長との交渉

を強めます。北海道からは、道本部役員をはじめ１６人が参加する予定です。



	最低賃金の改定をめぐる攻防がヤマ場を迎えています。毎年、最低賃金は10月に改定されます。

６月３日に開催された政府の第４回雇用戦略対話では、「できる限り早期に全国最低800円の確保と景気状況に配慮しつつ、全国平均1,000円をめざす」とする合意がされました。　

中央最低賃金審議会で、労働者側は「全国平均800円（現行713円）を３年程度で実現すべきだ」と大幅引き上げを求めたのに対し、使用者側は「引き上げは困難」と真っ向から対立しています。 

現在、最低賃金は、生活保護水準を下回る「逆転現象」が起きています。北海道は最低賃金が39円下回り、神奈川の47円、東京の40円に次ぎ３番目に差が大きく、生活保護を
	
	
	

	
	
	
	下回っているのは全国で12都道府県もあります。（2008年度の生活保護実績との比較）

北海道では2007年度の生活保護との格差は36円でしたから、昨年の最低賃金が10円の引上げにとどまったことが格差拡大の一つです。北海道は本年度を含め３年間で格差を解消することになっており、大幅な引き上げが求められています。　　（次号につづく）





































































































































































1945年８月６日広島、９日長崎に投下された原子爆弾は、一瞬にして地獄を作り出しました。被爆者は65年間、原爆の持つ「非人間性」を告発し続けていますが、核兵器は、世界に２万発も存在します。被爆者は訴えます。「核を頂点とする武力で平和はつくれないこと」を。「対話と協調の過程でのみ、平和と安全が保証されること」を。皆さん、会場に行き、原爆の惨状、魂の訴えを知ってください。











～良書ノススメ～ ｖｏｌ．序章 


　さて、jichiro-tsubetsuオリジナルの新企画です。皆さん今年は何の年かご存知ですか。知る人ぞ知る「国際読書年」なのです。そのせいか、今年は本の売れ行きが例年より上向いているそうです。それでも、読書離れの傾向は強く、特に紙媒体の書籍は売れず、文庫本などの値段も上がった反面、電子媒体の書籍が売り上げを伸ばしています。そんな状態がここ数年顕著になっていますが、やはり総体的には読書離れが進んでいるようです。


「最近では本を読むことが褒められることではなくなり、本を読まないことが恥ずべき行為でも無くなった。」とは、数学者の藤原正彦氏の弁。教養を身につけることの大切さは、多くの知識人が語っているところですが、テレビ、インターネットの普及で、ますます本の出る幕はなくなっていくようです。驚きなのが、最近の学生の論文はインターネットから文章をコピー、自分のワードにペースト、そしてちょっと手直し、といった具合に作ってしまうそうです。今では、そんなズルを見破るソフトが開発され、実際に、ある大学にも導入されていることですが…。疑問に思う→調べる→本を読む→教養を得る。そんなことが自分の視野を圧倒的に広げる。それに気が付く為にもまずは読書からはじめてはどうでしょう。このコーナーが、「読書を始めてみよう」という人の一助になれば幸いです。　　　　　　　（ｋ）＋（ｏ）




















打電・文書送付の取り組み【６～７月】





自治労道本部や連合の提起にもとづき、町職として次のとおり取り組みました。





５０歳台後半職員の給与水引下げ提案の撤回と抗議　　６月２４日


　　文書送付先：人事院総裁（基本、現評、青婦部、家族会代表名でそれぞれ送付）





新潟県阿賀野市・水原郷病院の給与削減合理化に対する抗議と激励FAX　　７月１日　


　抗議：阿賀野市長、水原郷病院事業管理者


激励：阿賀野市職労水原郷病院労組





③ 米海軍掃海艇「ガーデイアン」函館港0入港に対する要請と抗議の打電　　７月１日


反対するよう要請：北海道知事、函館市長　　


抗議：在札幌アメリカ総領事





④ 50歳台後半層の給与引下げ提案の撤回を求0める職場決議（支会毎に決議） ７月２７日


送付先：人事院総裁





⑤ 北海道地域最低賃金の大幅な引き上げを求める緊急要請　　７月３０日


送付先：北海道地方最低賃金審議会











北海道最低賃金


時間額　６７８円


北海道において事業を営む全産業の使用者及びその者に使用されている労働者に適用されます。※ただし、鉄鋼業や船舶製造などの産業には「産業別最低賃金」が設けられています。

















津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


